
○ 総合企画本部副本部⾧の坪根でございます。○ 本日はお忙しいところ、弊社説明会にご参加いただきまして誠にありがとうございます。○ それでは資料も参照しながらご説明します。○ 3ページをご覧ください。







○ 決算の概要でございます。○ 第3四半期累計では、上期における緊急事態宣言の発出・延⾧など、コロナ影響の⾧期化等により、当社グループの事業は昨年度に引き続き厳しい状況となりました。○ 結果、第3四半期累計で連結営業収益が7,299億円、連結営業損失が▲794億円、連結当期純損失が▲540億円でした。○ コスト削減につきましては、安全の確保を前提に取り組みを進め、連結で対前々年度▲870億円の削減を実行しました。○ 第3四半期の3か月間は期間を通じてご利用は回復基調にございましたが、1月以降、オミクロン株による新規感染が急拡大しており、急速に不透明感が増していることなどから、通期の業績予想につきましては、据え置くこととしております。○ 4ページをご覧ください。



○ 9月末に緊急事態宣言が全面的に解除されたことなどを受け、第3四半期の3か月間は回復基調が継続し、山陽新幹線・近畿圏とも通期業績予想上の上位想定を上回って推移しました。○ 1月のご利用は山陽新幹線が前々年比で平均5割程度ですが、記載はありませんが、直近の足元では山陽新幹線が4割、近畿圏が8割をそれぞれ割っている状況であり、オミクロン株の新規感染急拡大を受け、残念ながらご利用も大きく影響を受けています。○ コロナが収束しポストコロナとなった時、ご利用がコロナ前の9割程度に到達するという見方は変えておりませんが、今期末はwithコロナの状況で迎える可能性が高いと考えています。○ 5ページをご覧ください。



○ 経営の強靭化、構造改革につきましては、基礎的な運輸収入がコロナ前の9割にとどまっても安定的な利益を確保できるよう、構造的なコスト削減の取り組みを進めています。○ スライド中央にお示ししているとおり、今期はこのコスト構造改革の取り組みにより▲50億円削減する計画でしたが、来期実施予定であったものが早期に進捗した部分もあり、第3四半期末時点で▲60億円の構造的削減となりました。○ 緊急的抑制の▲550億円と合わせ、単体で▲610億円のコスト削減、連結では▲870億円のコスト削減を実施しております。○ 続いて、8ページをご覧ください。







○ ここからは、第3四半期決算の詳細でございます。○ まず、単体決算ですが、営業収益は、対前年で運輸収入の増により、503億円の増。○ 営業費用は、対前年で▲293億円の減。安全に関する施策は着実に実施したうえで、対前年で▲210億円の節減を実施したほか、減価償却費の減等によります。○ 利益面では、新型コロナウイルス感染症による影響の⾧期化により、営業損益では▲795億円の損失、純損益は▲523億円の損失でした。○ 但し、第3四半期の3か月間では、8四半期ぶりの営業黒字に転じております。○ 9ページをご覧ください。



○ 運輸収入につきましては、コロナ影響がやや軽減したことにより、前年同期比で501億円の増加となりました。記載はありませんが、前々年比では54%、第3四半期の3ヶ月では68%と第2四半期の48%より大きく改善しました。○ 続いて11ページをご覧ください。





○ 単体営業費用についてご説明いたします。○ まず人件費ですが、賞与減や人員差などにより、▲39億円減少いたしました。○ 動力費は資源価格高騰や再エネ賦課金の増はあったものの、ダイヤ適正化に伴う車両キロ減などにより、▲7億円減となりました。○ 修繕費は、工事の進捗差や、不急の工事について時期調整を行ったことなどにより、▲94億円の減少となっております。○ 業務費につきましては、委託業務の見直しや広告宣伝費の節減などにより、▲64億円減少しました。○ 減価償却費は、新幹線車両の償却方法見直しなどにより、▲93億円減となりました。○ その他営業費目につきましては記載の通りでございます。○ 13ページをご覧ください。





○ 連結決算の概要につきまして、セグメント別にご説明いたします。○ 流通業は、対前年で112億円の増収。利益面ではコロナ影響がやや軽減したことで赤字幅は縮小したものの、▲65億円の営業損失。なお、第2四半期累計が▲69億円の営業損失でしたので、第3四半期の3ヶ月では若干のプラスとなりました。○ 不動産業は、対前年で23億円の増収、営業利益は7億円増えて240億円となり、黒字を継続しています。○ その他事業は、ホテル業・旅行業における増収等により対前年119億円の増収となる1,310億円の営業収益、▲55億円の営業損失です。なお、既にご案内のとおり、日本旅行は新たな中期経営計画を昨年末に公表しています。○ 15ページをご覧ください。





○ 純資産は9月に実施した公募増資による2,522億円の調達などにより増。○ ⾧期債務残高は、17,477億円と、第2四半期末からほぼ横ばいです。○ 16ページをご覧ください。



○ 設備投資計画ならびに配当予想につきましては、前回予想からの変更はございません。○ 次に、18ページをご覧ください。





○ ESGの取り組みに関する進捗につきましてご案内いたします。大きく2点ございます。○ 1点目、当社は2021年4月にTCFD提言への賛同を表明し、取り組みを進めてまいりました。今回、気候変動のリスク等に伴う影響について定量分析を行い、昨年末に開示を行っております。○ 2点目、ガバナンス面では、本日、監査等委員会設置会社に移行する方針につきまして株主総会の承認をいただくことを条件に、取締役会にて決議し、公表いたしました。中計見直しで掲げた変化対応力向上に向けて、迅速・果断な経営の意思決定、業務執行を可能とするとともに、取締役会のモニタリング機能の強化等により、コーポレート・ガバナンスを一層充実・強化させ、企業価値の向上を図ってまいる所存です。○ また、企業価値向上に向けまして、現時点での取締役会にとって重要と考えるスキルを定義し、各取締役および監査役のスキル・マトリックスを昨年末に開示しました。○ 引き続き、当社グループの企業価値向上に向け、プライム市場選択やコーポレートガバナンス・コード改訂の趣旨も踏まえ、サステナビリティの取り組みを含め、社会に提供する価値やその実現に向けた取り組み、重要な経営方針および経営戦略等の様々な中⾧期的経営課題について取締役会で議論を充実していきたいと考えております。○ この上位機関としての取締役会の見直しは、本社機能の再編を含むカンパニー制の強化を軸とした組織構造改革、そして検討を進めている地方組織の再編とセットで進めていく考えです。○ 最後に、第3四半期の3か月間は、期間を通じて回復基調が継続したこともあり、連結では各利益項目において8四半期ぶりに黒字を確保することができました。○ しかしながら、ご案内のとおりオミクロン株の感染拡大により、先行きは急速に不透明になっています。○ いずれコロナが収束した時点で、コロナ前の9割に戻るという見方は変えていませんが、今期末あるいは来期初めは残念ながらwithコロナの状況で迎える可能性が高いと考えています。来期にむけては、今後経営計画を検討していくことになりますが、いずれにせよ、中計見直しで掲げたコスト削減計画をしっかりと実現していく所存です。○ 私からの説明は以上です。




